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（参考）退職所得に係る住民柑り特別徴散税額早見表｛ー）

か ら ま で 呵~竺~炉;さー•一『⇔四ー··ー含＿ 1.,’’'..1:-:,.r· ·し!'---ｷ-- - -

~円3,I999 円 円 円 円 円 円 円 円 円

゜ ゜ ゜
126,000 127,999 3,700 2,500 6,200 

4,000 5,999 100 

゜
100 128.000 129.999 3.800 2,500 6,300 

G.000 7,999 100 100 200 130,000 133,999 3,900 2,600 6,500 
8.000 9,999 200 100 300 134.000 135,999 4,000 2,600 6,600 
10.000 13,999 300 200 500 136.000 137.999 4,000 2.700 6,700 

14,000 15,999 400 200 600 138.000 139.999 4.100 2.700 6.800 
16,000 17,999 400 300 700 [40,000 143.999 4,200 2,800 7,000 
18,000 19,999 500 300 800 [44,000 145,999 4,300 2,800 7,100 
20,000 23,999 600 400 1,000 146,000 147,999 4,300 2,900 7,200 
24.000 25,999 700 400 1,100 148,000 149.999 4,400 2,900 7,300 

26.000 27.999 700 500 1.200 150,000 153,999 4.500 3,000 7,500 
28.000 29.999 800 500 1.300 154.000 155.999 4,600 3.000 7,600 
30.000 33.999 900 600 1,500 156,000 157,999 4,600 3.100 7,700 
34.000 35.999 1,000 600 1,600 158,000 159,999 4,700 3,100 7,800 
36.000 37,999 1.000 700 1,700 160.000 163.999 4,800 3,200 8,000 

38.000 39,999 1,100 700 1,800 164,000 165,999 4,900 3,200 8,100 
40,000 43,999 l,200 800 2,000 166.000 167.999 4,900 3,300 8.200 
44.000 45.999 1,300 800 2.100 168.000 169,999 5,000 3,300 8,300 
46.000 47.999 1,300 900 2,200 170.000 173,999 5.100 3.400 8.500 
48,000 49.999 1.400 900 2.300 174.000 175,999 5,200 3,400 8.600 

50.000 53.999 1.500 1,000 2,500 176.000 177.999 5,200 3,500 8.700 
54,000 55,999 1,600 1.000 2,600 178.000 179.999 5,300 3,500 8.800 
56.000 57,999 1,600 1,100 2,700 180,000 183,999 5.400 3.600 9,000 
58.000 59,999 1.700 1.100 2,800 184,000 185,999 5,500 3,600 9.100 
60.000 63.999 1.800 1.200 3,000 186.000 187,999 5,500 3,700 9,200 

64.000 65,999 1,900 1,200 3.100 l88,000 189.999 5.600 3,700 9,300 
66.000 67.999 1,900 1.300 3,200 190,000 l93.999 5.700 3,800 9,500 
68.000 69,999 2.000 1,300 3,300 194.000 195.999 5.800 3.800 9,600 
70,000 73,999 2,100 1,400 3,500 196.000 197.999 5,800 3.900 9,700 
74,000 75,999 2,200 1,400 3,600 198.000 199.999 5.900 3.900 9,800 

特退l
76,000 77,999 2,200 1,500 3,700 200.000 203,999 6,000 4,000 10,000 
78.000 79,999 2,300 1,500 3,800 204.000 205.999 6.100 4,000 10.100 
80.000 83,999 2.400 l,600 4.000 206.000 207.999 6,100 4.100 10,200 

別職 84.000 85.999 2,500 1,600 4.100 208,000 209.999 6,200 4,100 10,300 
86.000 87,999 2,500 1,700 4,200, 210,000 213.999 6.300 4,200 L0.500 

徴 } 

収の
88.000 89.999 2,600 1,700 4,300 214.000 215,999 6,400 4,200 10,600 
90,000 93,999 2,700 1,800 4,500 216,000 217,999 6.400 4,300 10,700 
94,000 95,999 2,800 1,800 4,600 218.000 219,999 6,500 4,300 10,800 
96,000 97,999 2,800 1,900 4,700 220.000 223,999 6,600 4,400 11,000 
98,000 99.999 2,900 1,900 4,800 224,000 225.999 6,700 4,400 11,100 

100.000 103.999 3,000 2,000 5,000 226,000 227.999 6.700 4,500 11.200 
104.000 105,999 3.100 2,000 5,100 228,000 229,999 6,800 4,500 11.300 
106,000 107,999 3,100 2,100 5,200 230,000 233,999 6,900 4,600 1 L,500 
108.000 109,999 3,200 2,100 5,300 234,000 235,999 7,000 4,600 11,600 
110.000 113.999 3,300 2,200 5,500 236,000 237,999 7,000 4,700 11,700 

114.000 115,999 3,400 2,200 5,600 238,000 239.999 7,100 4,700 11,800 
116.000 117,999 3,400 2,300 5,700 240.000 243,999 7,200 4,800 12,000 
118.000 119.999 3,500 2,300 5,800 244.000 245,999 7,300 4,800 12,100 
120.000 123,999 3,600 2.400 6.000 246,000 247.999 7,300 4,900 12,200 
124.000 125,999 3,700 2.400 6.100 248,000 249,999 7,400 4,900 12,300 

34 退職所得に係る住民税の特別徴収税額早見表



第 1 源泉所得税の改正のあらまし

◎令和7年度の税制改正により，源泉所得税関係について次のような改正が行われました。

（注） 令和 7年 4 月 1 日現在の法令に基づいて作成しています。

1 給与所得控除について，最低保証額の引上げが行われました。

この改正は，令和7年分以後の所得税について適用されます。

(1) 給与所褐控除の最低保障額が65万円（改正前： 55万円）に引き上げられました。

(2) (1)の改正に伴い給与所得の源泉徴収税額表（月額表． 日額表）及び宜与に対する源泉徴収税栢の多i:

出率の表が改正され．令和 8 年 1 月 1 日以後に支払うべき給与等について適用されます

(3) (l)の改正に伴い年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の表が改正され．令和 7 年中に

支払うべき給与等でその最後に支払をする日が同年12月 1 日以後であるものについて適用されます。

2 基礎控除について，控除額の引き上げが行われました。

この改正は，令和7年分以後の所得税について適用されます

(1) 合計所得金額が2.350万円以下である所紺者の基礎控除額が10万円引き上げられました。

(2) (I)の改正に伴い給与所褐の源泉徴収税額表（月額表． 日額表）及び伐与に対する源泉徴収税額の符

出率の表の改正並びに公的年金等に係る源泉徴収税額の計鉢の際に公的年金等の金領から控除される金

額が引き上げられ．令和 8年 1 月 1 日以後に支払うべき給与等及び公的年金等について適用されます。

(3) 令和 7 年分以後の各年分において個人の合計所得金額が655万円（令和 9年分以後の各年分にあって

は， 132万円）以下である場合には．次のとおり基礎控除の額を加符する基礎控除の特例が設けられました。

① 令和 7年分及び令和 8年分

所得者の合計所得金額 基礎控除加箕額

132万円以ド 37)j I l l 
132万円超 336万円以下 30万円
336ガ円超 489hPJ以下 10万Pl
489)j円超 655)j円以下 5万円

② 令和 9 年分以後の各年分

所得者の合計所得金額 基礎控除加箕額

132万円以下 37万円

3 特定親族を有する居住者に対して，特定親族特別控除が創設されました。この改正は，令和7年分

以後の所得税について適用されます。

(1) 居住者が特定親族（生計を一にする年齢19歳以上23歳未満の親族（その居住者の配偶者及びff色事業
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専従者等を除き．合計所得金額が123万円以であるものに限ります。）等で控除対象扶養親族に該当しな

いものをいいます。）を有する場合には，特定親族特別控除として，その居住者のその年分の総所得金

額等から，その特定親族 1 人につき次のとおりの控除額を控除することとされました。

特定親族の合計所得金額 特定親族特別控除額

58万円超 85万円以下 63万円
85万円超 90万円以下 61万円
90万円超 95万円以下 51万円
95万円超 100万円以下 41万円
100万円超 105万円以下 31万円
105万円超 llO万円以下 21万円
110万円超 115万円以下 11万円
115Jj"円超 120ガ円以―卜 6 万円
120万円超 123万円以下 3 万円

(2) (1)の特定親族特別控除は，特定親族の合計所得金額が100万円以下の場合等には給与等及び公的年金

等の源泉徴収の際に適用でき，令和 8 年 1 月 1 日以後に支払うべき給与等及び公的年金等について適用

されます。

(3) (1)の特定親族特別控除は，年末調整において適用でき，令和 7 年中に支払うべき給与等でその最後に

支払をする日が同年12月 1 日以後であるものについて適用されます。

4 扶養親族等の範囲について，次の改正が行われました。

この改正は，令和7年分以後の所得税について適用されます。

(1) 勤労学生の合計所得金額要件が85万円以下（改正前： 75万円以下）に引き上げられました。

(2) 同一生計配偶者及び扶養親族の合計所得金額要件が58万円以下（改正前： 48万円以下）に引き上げら

れました。

5 生命保険料控除について，次の改正が行われました。

この改正は，令和8年 1 月 1 日から施行されます。

(1) 新生命保険料に係る一般生命保険料控除について，居住者が年齢 23歳未満の扶養親族を有する場合

には，令和 8 年分における当該一般生命保険料控除の控除額の計算は次のとおりとされました。

年間の新生命保険料 控除額

30.000円以下 新生命保険料の全領

30,000円超 60.000円以下 新生命保険料 X 1 / 2 + 15,QOQ円

60,000円超 120,000 円以下 新生命保険料 X 1 / 4 +30,000円

120,000円超 一律60,000円

(2) 旧生命保険料及び(1)の適用がある新生命保険料を支払った場合には，一般生命保険料控除の適用限度

額は 6 万円（改正前： 4 万円）とされました。

6 住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除について，次の改正が行われました。

(1) 特例対象個人が．認定住宅等の新築等をした認定住宅等又は買取再販認定住宅等の取得をした家屋を
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令和 7 年 1 月 1 日から同年12月 31 日までの間に居住の用に供した場合には．住宅借入金等の年末残高の

限度額（借入限度額）を次のとおりとして本特例の適用ができることとされました。

：：：：ロニ向上住毛 1 竺: ---, 

エネルギー消跨性能向上住宅 4.000万円

(2) 特例詔定住宅等の新築等に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除の特例について，令

和 7 年12月 31 日以前に建槃確認を受けた家屋についても適用対象とすることとされました。

7 既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除について，次の改正が行われまし

た。

(1) 子育て対応改修工事等に係る措置について，対象となる家屋を令和 7 年 1 月 1 日から同年12月 31 日ま

での間に自己の居住の用に供した場合についても適用対象とすることとされました。

(2) 子育て対応改修工事等を行った特例対象個人が．その年の前年に行った子育て対応改修工事等につい

て本特例の適用を受けている場合にはその年において本特例は適用しないこととされました。この改

正は，子育て対応改修工事等をして，令和 7 年 1 月 1 日以後に自己の居住の用に供する場合について適

用されます。

8 東日本大撰災の被災者等に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除の控除額に係る特

例について，次の改正が行われました。

特例対象個人に該当する住宅被災者が， I忍定住宅等の新築等をした認定住宅等又は買取再販認定住宅等

の取得をした家屋を令和 7 年 1 月 1 日から同年12月 31 日までの間に居住の用に供した場合には，再建住宅

借入金等の年末残高の限度額（借入限度額）を次のとおりとして本特例の適用ができることとされました。

住宅の区分

認定住宅

特定エネルギー消府性能向上住宅

エネルギー消喪性能向上住宅

借入限度額

5,000万円

9 公的年金等控除の最低控除額等の特例について， 65歳以上である居住者が支払を受ける公的年金

等に係る源泉徴収税額の計算の際に公的年金等の金額から控除される金額が引き上げられました。

この改正は，令和8年 1 月 1 日以後に支払うべき公的年金等について適用されます。

10 社会保険診療報酬支払基金が医療情報基盤・診療報酬審査支払機構に名称変更されることに伴い，

所要の整備が行われました。
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11 非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置について，次の改正が

行われました。

(1) 特定累積投資勘定に受け入れることができる上場株式投資信託の受益権の範囲に．一定額の範囲内で

取得することができる最も多い口数の当該受益権を加えることとされました。

(2) 廃止通知の提出又は提供により非課税口座に設けられる特定累積投資勘定については，当該廃止通知

の提出又は提供があった日（その勘定を設定しようとする年の 1 月 1 日前に当該廃止通知の提出又は提

供があった場合には，同日）において設けられることとされました。

(3) その他所要の改正が行われました。

12 未成年者口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置について，次の改正

が行われました。

居住者等が次に掲げる日のいずれか遅い日において未成年者口座を開設している場合には．同日におい

て当該居住者等が．当該未成年者口座が開設されている金融商品取引業者等の営業所の長に未成年者口座

廃止届出書の提出をしたものとみなすこととされました。

① 当該未成年者口座に設けられる非課税管理勘定に係る年分のうち最も新しい年分の非課税管理勘定が

設けられた日の属する年の 1 月 1 日から 5 年を経過する日の翌日又は対象年（当該居住者等がその年 1

月 1 日において18歳である年をいいます。）の 1 月 1 日のいずれか遅い日

② 令和 8 年 1 月 1 日

13 退職所得課税について，次の改正が行われました。

この改正は，令和8年分以後の所得税について適用されます。

老齢一時金（確定拠出年金法の老齢給付金として支給される一時金をいいます。）以外の退職手当等の

支払を受ける年（以下「受給年」といいますc) の前年以前 9 年内に老齢一時金（令和 8 年 1 月 1 日以後

に支払を受けたものに限ります。）の支払を受けた場合には，次に掲げる退職手当等が退職所得控除額の

計算における勤続期間等の重複排除の特例の対象とされました。

① 令和 8 年 1 月 1 日以後に支払を受けた退職手当等であって，受給年の前年以前 9 年内に支払を受けた

もの

② 令和 8 年 1 月 1 日前に支払を受けた退職手当等であって，受給年の前年以前 4 年内に支払を受けたも

の

14 令和9年に開催される2027年国際園芸博覧会の，①公式参加者に勤務する非住居者，②公式参加者

の博覧会関連業務を行う一定の外国法人に勤務する非住居者，③公式参加者が博黄会の会場における

一定の任務のために任命する非住居者，④その任務に係る事務の代理をする非住居者，⑤博覧会国際

事務局の事務局長等である非住居者の一定の給付については，所得税が課されないこととされました。

所得税が課されないこととされるのは，令和7年4 月 1 日から令和10年 3 月 31 日までの問に行う博

覧会関連業務に係る勤務に基因する給与に限られます。
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令和6年度以前の税制改正により，令和7年 1 月 1 日以後適用される主なもの

1 支払調書等の電子情報処理組織 (e -Tax) を使用する方法等による提出義務制度について，提出

義務の対象となるかどうかの判定基準となるその年の前々年に提出すべきであった支払調轡等の枚

数を30枚以上（改正前： 100枚以上）に引き下げられました。

この改正は，令和9年 1 月 1 日以後に提出すべき支払調書等について適用されます。

2 給与所得者の扶蓑控除等申告書について，その申告書に記載すぺき事項がその年の前年の申告内

容と異動がない場合には，その記載すべき事項の記載に代えて，その異動がない旨の記載によるこ

とができることとされました。

この改正は，令和7年 1 月 1 日以後に支払を受けるべき給与等について提出する給与所得者の扶

茜控除等申告轡について適用されます。

（注） 従たる給与についての扶蓑控除等巾告れtについても同様の改正が行われました。

3 源泉徴収票の提出方法について，次の見直しが行われました。

この改正は，令和9年 1 月 1 日以後に提出すべき給与所得及び公的年金等の源泉徴収票について

適用されます。

(1) 給与等の支払をする者が，市区町村の長に給与支払報告書を提出した場合には，その報告書に記載さ

れた給与等について税務署長に給与所得の源泉徴収栗を提出したものとみなされます。

(2) 上記(1)の見直しに伴い．給与所徘の源泉徴収票の税務署長への提出を要しないこととされる給与等の

範囲を給与支払報告書の市区町村の長への提出を要しないこととされる給与等の範囲と同様に年の

中途において退職した居住者に対するその年中の給与等の支払金額が30万円以下である場合のその給与

等とされました。

(3) 公的年金等の源泉徴収票の提出方法についても同様の措樅が講じられました。
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第2 p源郎徴収制度のあらまし
区分

源泉徴収

源泉徴収の対象となる

所得

説 明

源泉徴収とは．給与や退職手当公的年金等利子．配当．報酬・料金な

ど一定の所得を支払う隊に．その支払者がその支払う金額から所定の金額

の所得税及び復製特別所得税を天引きする方法によって徴収し．その徴収し

た所得税及び復典特別所得税を国に納付することをいいます。

このようにして徴収された所得税及び復典特別所得税は，源泉分離課税と

される利子所得などを除き．最終的にはその年の年末調整や確定申告によ

って精籾されます。

なおこの所得税及び復典特別所得税を徴収して国に納付する義務を打う

者を源泉徴収義務者と呼びその徴収して納付する所得税及び復典特別所得

税を源泉徴収に係る所得税及び復興特別所得税又は源泉所得税及び復興特

別所得税などと呼んでいます。
（注） 、ド成25年 1 月 l II から令和19年12)J 311-1までの間に牛じる所符のうち．所

併税の源泉徴収の対象とされている所紺については． I所村税を徴収する際に．

復煎特別所得税を併せて徴収し．徴収した所碍税と併せて納付する諒泉徴l|丈

制度が採用されています。

所得税及び復典特別所得税の源泉徴収は．次に掲げる所得について行いま

す。

(1) 居住者である個人に支払うもの

（注） 「｝，叶仕者」とは． II 本国内に仕所を布するか又は 17 本国内に現在まで引き

続いて 1 年以1-.1，叶所をイiする個人をいいます。

イ給与等

俸給，給料． 1［金歳骰．宜与，その他これらの性質を有するものです。

口退職手当等

退職手当．退職一時金などです。

ハ公的年金等

国民年金法や厚生年金保険法等に碁づく年金恩給（一時恩給を除きます。）．

過去の勤務に基づき使用者であった者から支給される年金などです。

二利子等

預貯金の利子．公i1りや社伯の利子．合同連用信託又は公社1此投骰信託

や公募公社1lt等運用投狩信託の収益の分配などです。

ホ配当等

株主や出腎者が会社などから受ける剰余金の配当（法人課税倍北の受

益権公森公ネ1:ii'i等述｝ I|投1ft信i·f:以外の公社t't等述月 1投ft1,i，記の受益権及び

社がt(Iく）受益権を含みます。）．利益の配当（狩骰の流動化に関する法神に規定

する中1iil配当を含み．分割刑分割によるもの及び株式分配を除きます。）や剰

余金の分配金銭の分配相互保険会社の基金利息．投質侶託（公社1孔

投ft1o";北及び公経公社1l't等述｝T1投ft1,i,itを除きます。）及び特定受益証券発

行信託の収益の分配です。

なお会社の合併（法人課税1、＿揺f:に係る 1，揺tの併合を含み．適格合併を除
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区 分 説 明

源泉徴収の対象となる

所得

源泉徴収税額の計算

きます。）や分割型分割（適格分割型分割を除きます。）．資本の払戻し（分

割期分割を除きます。）．解散． 自己の株式又は出狩の取得などが行われ

た場合や， 出それの消却（取糾した出府について行うものを除きます。）． 退社

若しくは脱退による持分の払戻しが行われた場合などには剰余金の

配当，利益の配当又は剰余金の分配があったものとみなされる場合が

あります。

へ報酬・料金など

その内容は，本書の付録4 (217ページ以下）に説明してあります。

ト 生命保険契約等及び損害保険契約等に基づく年金

チ 定期積金の給付補填金等

定期和金等の給付補坂金抵当証券の利息，i＇t金屈の売戻し条件付売

買の利益一時払旋老保険の差益などです。

リ 匿名組合契約等に基づく利益の分配

ヌ 源泉徴収を選択した特定口座内の上場株式等の譲渡による所得等

ル懸営金付預貯金等の懸甘金等

ヲ 割引伯の1質還差益や割引伯の償還金に係る差益金額

(2) 内国法人に支払うもの

イ利子等

ロ配当等

ハ 定期積金の給付補填金等

一 匿名組合契約等に基づく利益の分配

ホ 馬主が受ける競馬の質金

ヘ 懸賞金付預貯金等の懸筏金等

ト 割引侶の償還差益や割引侶の償還金に係る差益金額

(3) 非居住者又は外国法人に支払うもの

その内容は，本書の付録 5 (234ページ以下）に説明してあります。

（注） 「非屈仕者」とは，），叶住者以外の個人をいいます。

源泉徴収する所得税及び復興特別所褐税の額は．所得の支払者が計鉢する

ことになっています。

この計算方法は，「源泉徴収の対象となる所得」に掲げた所得の種類ごと

に定められていますが給与所術など主要なもののあらましは次のとおり

です。

(1) 給与所得及び退職所得

給与所得については所定の税額表を退職所得については速坑表を使用

して計算します。この場合その計符に当たっては次のような準備が

必要です。なお，これらの準備のために必要な書類は，全て税務署から

交付を受けられます（国税庁ホームページ【http://www.nta.go.jp/]でも提供

されています。）。

イ 税額表を用意すること

税額表の種類は，第 3 (83ページ）に説明してあります。

口 申告書の提出を受けること

給与所得や退職所得の支払を受ける人から．税額計坑のために必要な

申告古の提出を受け，その内容を検討し，税額表の適用区分や扶殺親

族等の数又は金額などを確詔します。提出を受ける申告苫の種類や提

出を受ける期限などは本書の付録3 (213ページ以ド）に掲げてあります。
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区 分 説 明

源泉徴収税額の計算

源泉徴収税額の徴収と

納付

ハ源泉徴収簿を用意すること

給与を支給した事紐や所得税及び復典特別所得税を徴収した事紐．そ

の徴収した所褐税及び復典特別所得税の計符の碁礎などは．全て給与

の支払を受ける人ごとに記録しておかないと年末調腔の手続ができ

ないことになります。このため．毎年最初（年の中途で就職した人につい

ては．就職後最初）に給与を支払う時までに． このような記録をするた

めの帳簿として各人ごとに源泉徴収期を作成します。

(2) 公的年金等

「公的年金等の受給者の扶没親族等中岩害」の提出の有無や公的年金

等の区分に応じて支給金領から一定金額を控除した残額に5.105％又は

10.21％の税率を適用して計鉢します。付録11 (260ページ以下）を参！照して

ください。

(3) 利子所得及び配当所得

利子所得又は次のイ及び口に掲げる配当所得については．支払金額に

15.315% （居住者についてはこのほかに地方税5%) の税率を適／11 して

計鉢します。付録 6 (240ページ以ド）及び付録10 (254ページ以下）を参照し

てください。

イ 私森公社1打等運用投費信託の収益の分配

ロ 特定目的信託の社偵的受益権のJ収益の分配

その他の配当所得については20.42% （上場株式等．公募証券投rt信託

の収益の分配及び特定投狩法人の投賓口の配当等については15.315% （居

住者については． このほかに地方税5%)) の税率を適IIl して計坑します。

(4) 定期積金の給付補填金等

支払金額に15.315% （居住者については． このほかに地方税5%) の税

率を適用して計坑します。

(5) 報酬・料金など

付録4 (217ページ以ド）に説明したところにより計狩します。

計符した税額は．それぞれ．その所得を支払う 1際に徴収し．その月中に徴

収した総額は．翌月の10日までに国に納付します。ただしこの期限につい

ては次のような特例があります。

(1) 源泉徴収時期の特例

イ 法人の法人税法第 2条第15号に規定する役貝に対する宜与などや配当

（一定の投狩侶託又は特定受益証券発行岱託の収益の分配を除きます。）につ

いてはそれを支払うことになった日から 1 年を経過してもなお未払

であるときはその 1 年を経過した日に支払があったものとみなして

所得税及び復興特別所得税を徴収し．その徴収した月の翌月 10日まで

に国に納付します（所法181②.183②)。

ロ 発行時源泉徴収の対象とされる割引偵の岱迎差益（230ページ）は．

その割引1i花の発行の際に所得税及び復興特別所得税を徴収し．その徴

収した月の翌月 10日までに国に納付します（措法41の12③)。
(2) 納期の特例

常時10人未滴の人に給与を支払っている事務所．事業所などで税務署長

の承詔を受けた者はその事務所．事業所などで支払った給与や退職手

当及び弁護士．税理土公認会計士などの一定の報酬・料金について源

泉徴収した税額を毎年 1 月から 6 月まで及び 7 月から 12月までの 6 か月

分ずつをまとめてそれぞれその年の 7 月 10日及び翌年の 1 月 20日まで
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区 分 説 明

源泉徴収税額の徴収と

納付

源泉徴収税額の納付方

法

源泉徴収税額を納付し

なかった場合

給与や公的年金等の支

払者が行わなければな

らないこと

に納付することができます（I所法216) 。

なおこの納期の特例の適｝Tl を受けるためには．給与支払事務所等の所

在地の所轄税務署長に「源泉所褐税の納期の特例の承惚に関する申詰書」

を提出する必要があります（所法217①)。

（注） この II埼＇間を提出した LI のI成するJ-Jの翌）l 末日までに承認又は去ll ドの処分

がなかったときはその翌｝J末 II において承認があったものとみなされます

ので rI 囁'i)1 の翌々月以降に納付すべきものからこの特例が適Ill されます (I)f

法216. 217⑤)。

(3) 翌月 10日又は翌年 1 月20日が日曜日，祝日などの休日又は土曜日であ

る場合の納期限

源泉徴収した税額の納期限である各月の10日又は（2）の納期の特例の適）廿

を受ける場合の 1 月 20日が日曜日．祝日などの休日に当たる楊合や土llfi!

l:Iに当たる楊合にはその休日明けの日がそれぞれ納期限となります（通

法10②，迎令 2②)。

(4) 災害等の場合の納期限の特例

災害その他やむを得ない理巾により．源泉徴収した税額をその納期限ま

でに納付することができないことになった楊合はその理由がやんだ日

から 2 か月以内の期間内で納期限の延長が行われます（辿法11)。

この延長は，災害による被害が広い地域に及ぶ場合や国税庁が運用する

システムに障害があった楊合には地域及び期日又は対象者の範囲及び

期日を指定した国税庁長官の告示により行われますがそれ以外の楊合

には．税務署長に対する個別の申詰により行われます（「災害による申告

納付等の期限延長申告苦」を提出します。新型コロナウイルスによる楊

合も同様です。）。

徴収した税額は，「所得税徴収高計坑書（納付書）」（この）ll紙は，税務署か

ら父付を受けられます。）に所定の事項を記載し， これに納付金額を添えて所

轄の税務署又は日本銀行の本店．支店，代理店歳入代理店（ほとんどの金

融機関の店舗が日本銀行代理店又は歳入代理］占となっています。）若しくはゆうち

ょ銀行の代理店となっている郵便I,9)で納付します。

※ インターネットを利）ll して納付することもできます。詳しくは国税屯チl|l 古· •納

税システム (e-Tax)ホームページ[https://www.e-tax.nta.go.jp/)をご況ください。

源泉徴収義務は．その所得を支払うことによって自動的に生じますから．

法定の納期限までにその税額を国に納付しない楊合には国（具体的には．

納税地の｝折轄税務署必）はその税領をその所得の支払者から徴収します（所

法221) 。

また法定の納期限までに納付しなかった場合には延滞税や不納付加坑

税などを負担しなければならないことがあります。

以上のほか給与や公的年金等の支払者が所褐税及び復興特別所褐税の源

泉徴収に関して行わなければならないことをまとめてみますと次のように

なります。

(1) 給与支払事務所等の開設等の届出

新たに給与を支払うこととなった場合や支店を聞設するなど給与の支

払事務を取り扱う事務所事業所などを設けた場合又はこれらの事務所

などを移転したり廃止した楊合には．これらの事実があった日から 1 か

月以内に使用人の職種別人貝などを記載した届出害をその事務所な
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区 分 説 明

給与や公的年金等の支

払者が行わなければな

らないこと

どの所在地（事務所を新設した場合には新設した事務所の所在地．―•li務所を廃

止した場合には廃 l|•前の ·F務所の所在地．平成29年 4JJ l n 以後に·JT務所を移

転したJ:J}j合には移転1i1iの市務所の所在地）を所轄する税務署長に提出します

ぽ法230. 所規99) 。

(2) 年末調整

毎年最後に給与の支払をする 1祭に年末調整を行います (Iりii去190) 。

年末調整の要領は．第 8 (132ページ以ド）に説明してあります。

(3) 給与や公的年金等の支払明細書の交付

給与所得や退職所得．公的年金等を支払う者は．支払金額と徴収税額な

どを記載した支払明細書をその支払を受ける人に交付します（I折法231.

所規100) 。

(4) 源泉徴収票の交付と提出

その年中の給与所得や退職所得公的年金等についてそれぞれ源泉徴収

猥を作成し，次の期限までにその支払を受ける人に交付するとともに支

払金額が一定の金額以上のものについては税務署長にも提出します (1折法

226) 。

イ 年の中途で退職した人については退職後 l か月を経過する日

ロ その他の人については翌年 1 月末R

（注） 令和 9年 lJJ l 1-1以後給与怜又は公的年金等の支払をする者が．源泉徴

収堺に記柚すぺき一定の 'li項が品載された給与支払報告，＇｝又は公的年金等支

払報問l:'を市町村の長に提出した拗合には． これらの報告,,,ドに記載された給

与等又は公的年金等については．その支払をする者は．給り等又は公的年金

守の源泉徴収栗の提出をしたものとみなされます（所法226⑥)。

(5) 支払調書の提出

報酬・料金，定期梢金の給付補瑣金等利子．配当などの支払者はそ

の報酬・料金給付補坦金等利子．配当などについて所定の源泉徴収

税額を徴収し，納付するほか一定金額以上のものについてはそれぞれ

支払調害を作成し．所定の期限までに税務署長に提出します (1リi怯225) 。

ただし．居住者又は非居住者に対して支払う源泉分離課税とされる所得

などについては，支払調内の提出を要しないものがあります（枯法 3③,

8 の 2⑤,41のl()(;沙など）。
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